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 札幌社保協は12月21日、市長に対し「介護保険

改定にかかわる要望書」を提出し、①サービス利用

料の減免・補助対策、②地域包括支援センター、新

予防給付にかかわる要望、③介護保険料と軽減策の

主な3点を要望しました。 

 札幌社保協からは佐藤宏和代表や勤医協の高齢者

介護事業本部・在宅事業部の代表、西区社保協代表

ら6人が保健福祉局を訪れ、市側は宮川学介護保険

担当部長ら4人が応対し、要望書を受け取りまし

た。 

 斉藤社保協事務局次長が14日に行った「介護110番」での「月

5万円の施設入所負担が増えて払えないという人や、通所サービス

の食事代が実費となり『弁当持参でもよいか』という人も出てい

る」などの相談事例などを紹介し、道内、全国で行われている施

設入所者への負担軽減策や通所サービス食事代への補助制度を示

して独自対策を要望。また、介護保険事業計画では現在よりも平

均保険料が500円ほど上がるとされているため、引き上げをしな

いこと、保険料減免の対象・条件を広げるように要望しました。 

 勤医協の代表が介護保険改定による利用者の困難が予測される

事例をいくつも示し、機械的にサービスを打ち切るべきでないと

要望しました。 

 介護保険部長の話 

●改訂で利用者のみならず全般的な影響があるのは承知している

。全体の負担のバランスを考えなければならない。

（独自対策には消極的） 

●新予防給付にともなうサービス利用～本人にとってよいことは

何か、予防的なことを考えていくのが本人にとってよいと考えて

も本人の意志との折り合いが重要。同意が得られれば新しい方向

でとなるが、得られなければそうも行かない。（機械的対応はし

ないと受け取れる） 

 1月に要望書への回答をもらい、それに基づいて折衝を行

う予定です 

 12月1日現在の全市に

おける国民健康保険証の

内、資格証明書が前年に

比べ1,588件減少しまし

た。短期保険証は横ばい

です。 

資格証明書 

 05.12.1 13,641 

 04.12.1   15,229 

短期保険証 

  05.12.1 44,542 

  04.12.1   44,365 
 

 ただ、この1年間は短期

保険証の窓口交付が激増

しています。 


